
＜神奈川県障害福祉課所管 障害福祉施設等整備関係＞           地方公共団体の場合 

補助金等に係る財産処分等について 
 県の補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産（不動産、機械及び器具等）について、処

分の制限期間内に、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、

取り壊し、又は廃棄するという処分（以下「財産処分」という。）を行おうとする場合には「補助金

の交付等に関する規則」第17条に基づき、事前に、知事の承認を受ける必要があります。 

また、国庫補助金等とあわせて県補助金等が交付されている場合、県は、国の承認等を確認後、承

認等を行うことになりますが、国への申請後、承認を得るまでに、６か月以上かかった事例がありま

した。 

【参考：厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分の承認基準（概要）】 

＜九州厚生局ＨＰ掲載資料＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産処分を行おうとする場合には、地域の福祉サービスの提供、施設等の利用者等への配慮が十分

行われていること等、障害福祉行政施策の円滑な実施に支障が生じるものではないこと等をあらかじ

め確認の上、できる限り早期に、必ず交付決定通知又は裏面に記載の問い合わせ先に事前相談を行っ

てください。 

また、補助を受けて整備した後、利用定員を減ずる場合、国の承諾が必要となることがありますの

で、同様に、できる限り早期に必ず事前相談を行ってください。 

なお、県障害福祉課が所管する障害福祉施設等の整備に係る補助金等以外の補助金等に係る財産処

分等については、各補助金等交付元にお問い合わせください。 

※詳細は、九州厚生局ＨＰ参照 

ホーム > 業務内容 

 > 健康福祉課  

> 地方厚生局に委任され

た補助金の交付等に関

する業務 

 > 厚生労働省所管一般

会計補助金等に係る財

産処分承認基準 
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＜問い合わせ先＞ 

 

１ 障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金（障害者自立支援基盤整備事業費） 

概 要 交付元 電話番号 

障害者地域作業所が新体系サービスに移行した際の 
改修工事費等に対する補助 

障害福祉課 
社会参加推進グループ 

045(210)4709 

相談支援事業所等の改修工事費等に対する補助 
障害福祉課 
地域生活支援グループ 

045(210)4713 

上記以外の改修工事費等に対する補助 
障害福祉課 
施設指導グループ 

045(210)4724 

 
２ 障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金（移行定着支援事業） 

概 要 交付元 電話番号 

小規模作業所等が新体系サービスに移行した際に、 
新たな事務処理等を定着させるために要した経費に 
対する補助 

障害福祉課 
社会参加推進グループ 

045(210)4709 

 
３ 障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金（相談支援体制整備特別支援事業） 

概 要 交付元 電話番号 

相談支援事業、ピアサポートに関する事業の実施や 
居住サポート事業の立ち上げに要した経費等に対す 
る補助 

障害福祉課 
地域生活支援グループ 

045(210)4713 

 
４ 障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金（障害者自立支援法施行特別対策事業費） 

概 要 交付元 電話番号 

 既存の公共施設等に設置されている身体障害者用 
トイレにオストメイト対応トイレ設備の整備に要し 
た経費に対する補助 

障害福祉課 
事業支援グループ 

045(210)4717 

 
５ 障害者就労訓練設備等整備事業補助金 

概 要 交付元 電話番号 

施設及び小規模作業所が、新体系サービスに移行し 
た際に、就労訓練設備等の整備に必要とした経費に 
対する補助 

障害福祉課 
社会参加推進グループ 

045(210)4709 

 

※ 上記１～５以外の施設の整備、耐震化、スプリンクラー整備等に対する補助金については、 

障害福祉課施設指導グループ（045-210-4724）にお問い合わせください。 



＜神奈川県障害福祉課所管 障害福祉施設等整備関係＞        地方公共団体以外の者の場合 

補助金等に係る財産処分等について 

 県の補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産（不動産、機械及び器具等）について、処

分の制限期間内に、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、

取り壊し、又は廃棄するという処分（以下「財産処分」という。）を行おうとする場合には「補助金

の交付等に関する規則」第17条に基づき、事前に、知事の承認を受ける必要があります。 

また、国庫補助金等とあわせて県補助金等が交付されている場合、県は、国の承認等を確認後、承

認等を行うことになりますが、国への申請後、承認を得るまでに、６か月以上かかった事例がありま

した。 

【参考：厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分の承認基準（概要）】 

＜九州厚生局ＨＰ掲載資料＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産処分を行おうとする場合には、施設等の利用者等への配慮を十分行い、対象の財産に補助等を

行った地元市町村等に相談した上で、できる限り早期に、必ず交付決定通知又は裏面に記載の問い合

わせ先に事前相談を行ってください。 

また、補助を受けて整備した後、利用定員を減ずる場合、国の承諾が必要となることがありますの

で、同様に、できる限り早期に必ず事前相談を行ってください。 

なお、県障害福祉課が所管する障害福祉施設等の整備に係る補助金等以外の補助金等に係る財産処

分等については、各補助金等交付元にお問い合わせください。 

※詳細は、九州厚生局ＨＰ参照 

ホーム > 業務内容 

 > 健康福祉課  

> 地方厚生局に委任され

た補助金の交付等に関

する業務 

 > 厚生労働省所管一般

会計補助金等に係る財

産処分承認基準 

【注意】 

（独）福祉医療機構等に対する担

保提供について 

 社会福祉法人定款準則では、

（独）福祉医療機構等に対し

て基本財産を担保に供する場

合、所轄庁の承認は必要とし

ないされていますが、これ

は、社会福祉法等に基づくも

のであり、補助金適正化法に

基づく財産処分の手続きは、

別途必要となりますので、御

注意ください。  

 

日中一時支援事業の委託等を行う場合等に御注意ください 

H28.7.28神奈川県障害福祉課 市町村担当者会議資料 
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＜問い合わせ先＞ 

 

１ 障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金（障害者自立支援基盤整備事業費） 

概 要 交付元 電話番号 

障害者地域作業所が新体系サービスに移行した際の 
改修工事費等に対する補助 

障害福祉課 
社会参加推進グループ 

045(210)4709 

相談支援事業所等の改修工事費等に対する補助 
障害福祉課 
地域生活支援グループ 

045(210)4713 

上記以外の改修工事費等に対する補助 
障害福祉課 
施設指導グループ 

045(210)4724 

 
２ 障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金（移行定着支援事業） 

概 要 交付元 電話番号 

小規模作業所等が新体系サービスに移行した際に、 
新たな事務処理等を定着させるために要した経費に 
対する補助 

障害福祉課 
社会参加推進グループ 

045(210)4709 

 
３ 障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金（相談支援体制整備特別支援事業） 

概 要 交付元 電話番号 

相談支援事業、ピアサポートに関する事業の実施や 
居住サポート事業の立ち上げに要した経費等に対す 
る補助 

障害福祉課 
地域生活支援グループ 

045(210)4713 

 
４ 障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金（障害者自立支援法施行特別対策事業費） 

概 要 交付元 電話番号 

 既存の公共施設等に設置されている身体障害者用 
トイレにオストメイト対応トイレ設備の整備に要し 
た経費に対する補助 

障害福祉課 
事業支援グループ 

045(210)4717 

 
５ 障害者就労訓練設備等整備事業補助金 

概 要 交付元 電話番号 

施設及び小規模作業所が、新体系サービスに移行し 
た際に、就労訓練設備等の整備に必要とした経費に 
対する補助 

障害福祉課 
社会参加推進グループ 

045(210)4709 

 

※ 上記１～５以外の施設の整備、耐震化、スプリンクラー整備等に対する補助金については、 

障害福祉課施設指導グループ（045-210-4724）にお問い合わせください。 

 


